




会 長 ご 挨 拶

　 平成 27 年度よ り 一般社団法人北海道環境保全技術協会の会長に就

任致し まし たので、 ご挨拶申し 上げます。

　 本協会は平成 16 年に、 北海道内外の建設・ 土木・ コ ン サルタ ン ト

関係の会社や地盤調査・ 分析等を 専門と する 会社が、 互いの交流と 技

術の向上、 その技術によ り 環境保全に貢献すべく 設立さ れまし た。

　 また、 協会では、 大き く 水質汚染、 土壌汚染、 地すべり 、 エネルギー

分野を テーマに括っ て、 環境保全技術の研鑽、 情報発信、 若手の育成

等に努めており ま す。 設立から 既に１ １ 年が経過し まし たが、 その間

に様々な活動を し て参り まし た。 一端を ご紹介し ますと 、こ こ 数年「 北

海道新幹線」 に係る 委託業務を 継続的に業務受注し 、 掘削ずり の重金

属対応に貢献し ている ほか、 自然由来重金属等の処理、 管理対策に関

する 技術レ ポート を 技術委員会が中心に執筆・ 発行し ており 、 こ れに

対し て関連学会等から も 高い評価を 得ています。 ま た、 普段から の活

動と し て、 講演会やセミ ナー、 技術研修会の開催、 各種イ ベン ト への

参加等、 環境保全技術に関する 情報発信、 啓発活動を 活発に続けてお

り ます。

　 こ う し た活動ができ る のは、 本協会に所属する 会員各社の特徴に依

り ます。 すなわち 、 同業種の層が厚く 、 更に業種の幅が広い点です。 こ のため、 委託業務を 協会

で受け、 複眼的視点、 多角的、 複合的な技術を 持っ て遂行するこ と ができ ます。 また、 大学等研

究機関と の関係も 深く 、 各自治体様や公的機関等が抱える 問題や業務（ 複数業者の技術によ る 解

決が必要な業務、 技術開発そのも のを 必要と する 業務など） の発注先と し ては、 打っ て付けと 自

負し ており ます。 こ れが、 本協会の特徴の一つ目であり ます。 環境保全技術に関わる 複合専門技

術集団と し ての当協会の活用を 、 ご検討いただければ幸いです。

　 一方、 協会内部におき まし ては、「 環境保全」 と いう 業界、 業種横断型分野の性質上、 従来の

同業種のみなら ず異業種を 含めた組織で、 会社の枠を 超えたク ロス・ オーバー若手人材育成を 進

めており ます。 会社に社風がある よ う に、 種々の計測・ 分析技術や評価手法についても 、 会社ご

と に特徴やノ ウハウがあるよ う です。 シニア技術者の経験やノ ウハウを 、 異なる 会社の若手が学

び、継承するこ と ができ ます。更に、異業種の技術を 学び、自ら の業務に活かすこ と ができ ます。「 環

境保全技術」 の下に、 同業、 異業種の会社が強固なネッ ト ワーク を 形成し 、 新入社員の技術研修

から その後の人材育成までを カ バーでき る のが、 本協会の二つ目の特徴になり ます。 よ り 多く の

企業がスク ラ ムを 組んで、 若手技術者の育成に注力し て行き たいと 考えています。 また、 こ れ以

外にも 、 会員は本会主催の講演会やセミ ナーを 通じ て、 最新情報や最新技術の取得、 技術の向上

や実務能力の強化、技術者交流が図れます。 更に、会員の意見を 集約し て、環境保全に関わる種々

の施策を 検討し 、 関係機関への提言も 行っ ており ます。 皆様のご入会を ， お待ち し ており ます。

こ れまで、（ 前）前田寛之会長（ 北見工業大学名誉教授）の下で発展し て参り まし た本協会ですが、

上述の特徴を 活かし 、 よ り 一層の飛躍を 目指し たいと 考えていま す。「 環境保全」 に関わる ト ー

タ ルソ リ ュ ーショ ン を 提供する 複合専門技術者集団と し ての「 道環協」 を 、 どう か宜し く お願い

致し ます。

一般社団法人

会　 長

北海道環境保全技術協会

板倉  賢一
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道 環 協 の 組 織 図

一般社団法人 北海道環境保全技術協会

理 事 会

（ 会長） 代表理事

  専務理事

  常務理事

   理　 事

監　 事 顧　 問

（ 事務局）

事務局長

委　 員　 会

総務企画委員長

総務企画委員

技術委員長

 技術委員
（ ＷＧ 委員）

 土　 壌
 ＷＧ

 水　 質
 ＷＧ

エネルギー
ＷＧ

ラ ンド スラ イ ド
防止 ＷＧ

 土　 壌
 ＷＧ

ゼオライト
ＷＧ
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事 業 活 動

委 員 会 活 動

●新規技術の開発と共同利用

●研修・見学会などによる会員技術レベルの古城と会員外への技術普及

●新規環境関連ビジネスの開拓

●技術・経営資源の斡旋、融通、共同利用など

●その他、本協会目的達成に関わる事項

●ワーキンググループ活動による技術情報収集、技術開発など

土壌ワーキング、水質ワーキング、ランドスライド防止ワーキング、

エネルギーワーキング、ゼオライトワーキング

●技術レポートの執筆・発行

技術レポートNo.1～No.11を発行

●パンフレット、新聞広告などの企画、作成

●ホームページの企画、更新

●環境保全技術セミナーの企画、運用

●技術講演会、技術研修会、技術見学会などの企画、運用

●学会、展示会などへの参加

技 術 委 員 会

総 務 委 員 会企 画

2023.11.1



2004年度 4月 任意団体として設立

総会員数 85(特別 6、正 69、個人 7、賛助 3)

2005年度 総会員数 104(特別 6、正 83、個人 11、賛助 4)

2006年度 総会員数 101(特別 6、正 79、個人 10、賛助 6)

2007年度 総会員数 97(特別 6、正 75、個人 10、賛助 6)

2008年度 総会員数 96(特別 6、正 76、個人 9、賛助 5)

2009年度 1月 一般社団法人として登記

総会員数 91(特別 10、普 75、賛助 6)、技術レポートNo.1、No.2を発行

2010年度 総会員数 83(特別 9、普 68、賛助 6)、技術レポートNo.3を発行

2011年度 総会員数 81(特別 9、普 66、賛助 6)、技術レポートNo.4、No.5を発行

2012年度 総会員数 80(特別 7、普 67、賛助 6)、技術レポートNo.6を発行

2013年度 総会員数 78(特別 8、普 66、賛助 4)、平成25年度地盤工学会賞(地盤環境賞)受賞

2014年度 総会員数 77(特別 8、普 66、賛助 3)、10周年記念事業

2015年度 総会員数 74(特別 8、普 63、賛助 3)

2016年度 総会員数 77(特別 9、普 64、名 1、賛助 3)、技術レポートNo.7 、No.8を発行

2017年度 総会員数 77(特別 9、普 64、名 1、賛助 3)、技術レポートNo.9、No.10を発行

2018年度 総会員数 85(特別 8、普 71、名 1 、賛助 5) 

2019年度 総会員数 86(特別 7、普 73、名 1 、賛助 5) 

2020年度 総会員数 89(特別 7、普 76、名 1 、賛助 5) 

2021年度 総会員数 87(特別 7、普 74、名 1 、賛助 5) 、技術レポートNo.11 、No.9(第２版) を発行

2022年度 総会員数 90(特別 10、普 75、名 1、賛助 4)

2023年度 総会員数 91(特別 10、普 76、名 1、賛助 4)

2024年度 総会員数 94(特別 10、普 79、名 1、賛助 4) 、20周年記念事業

2004年度 環境保全技術セミナー(１回)、講演会(３回)、技術見学会(１回) 

2005年度 環境保全技術セミナー(４回)、講演会(１回)、環境広場さっぽろ 2005 出展

2006年度 環境保全技術セミナー(２回)、講演会(２回)、技術見学会(１回)、環境広場さっぽろ 2006 出展

2007年度 環境保全技術セミナー(３回)、講演会(２回)、技術見学会(１回)、環境広場さっぽろ 2007 出展

2008年度 環境保全技術セミナー(３回)、講演会(２回)、技術見学会(１回)、環境広場さっぽろ 2008 出展

2009年度 環境保全技術セミナー(３回)、講演会(２回)、技術見学会(１回)、環境広場さっぽろ 2009 出展

2010年度 環境保全技術セミナー(４回)、講演会(１回)、技術見学会(１回)、映画鑑賞会(１回)

2011年度 環境保全技術セミナー(２回)、講演会(１回)、技術見学会(１回)、技術研修会(１回) 

2012年度 環境保全技術セミナー(２回)、講演会(１回)、技術見学会(１回)、技術研修会(１回) 

2013年度 環境保全技術セミナー(２回)、講演会(１回)、技術見学会(１回)、技術研修会(１回)

2014年度 環境保全技術セミナー(２回)、講演会(１回)、技術見学会(１回)、技術研修会(１回)

2015年度 環境保全技術セミナー(２回)、講演会(１回)、技術見学会(１回)、技術研修会(１回)

2016年度 環境保全技術セミナー(２回)、講演会(１回)、技術見学会(１回)、特別見学会(１回)

2017年度 環境保全技術セミナー(２回)、講演会(１回)、技術見学会(１回) 

2018年度 環境保全技術セミナー(２回)、講演会(１回)、技術見学会(１回) 

2019年度 環境保全技術セミナー(２回)、講演会(１回)、技術見学会(１回)

2020年度 環境保全技術セミナー(２回)

2021年度 環境保全技術セミナー(２回)

2022年度 環境保全技術セミナー(２回)

2023年度 環境保全技術セミナー(２回) 、技術見学会(１回)

2024年度 環境保全技術セミナー(２回) 、講演会(2回)、技術見学会(１回)

2025.6.2



2009年度 遠軽町より「平成２０年度白滝ジオパーク構想地質情報整備業務」を受注

独立行政法人鉄道建設・運輸施設整備支援機構鉄道本部北海道新幹線建設局より、以下業務を受注

2009年度 「北海道新幹線、自然由来重金属の対応方針検討」 

2010年度 「北海道新幹線、自然由来重金属の対応方針検討２」

2011年度 「北海道新幹線、自然由来重金属の対応方針検討３」 

2012年度 「北海道新幹線、自然由来重金属の対応方針検討４」 

2015年度 「北海道新幹線、自然由来重金属の対応方針検討５」 

2016年度 「北海道新幹線、自然由来重金属の対応方針検討６」

2017年度 「北海道新幹線、自然由来重金属の対応方針検討７」

2023年度 「北海道新幹線、自然由来重金属の対応方針検討Ｒ５」

2023年度 三井石油開発株式会社より「蒸気噴出環境影響評価会に関する事務局関連業務」を受注

2024.6.5



加 入 メ リ ッ ト

協会入会による会員メ リ ッ ト

協会の社会的影響力による各社メ リ ッ ト

●協会による技術サポート ( 環境保全技術セミ ナー、 技術研修会、 技術見学会、 個別指導など )

で環境保全に関する技術力の向上や実務能力の強化が図れる。

●協会が主導する 環境保全技術に関わる 委員会、 ワーキン ググループ など への参加を 通じ て、

最新情報の取得や共有が図れる。

●他の産業分野や業界に属する会員同士の交流によっ て、 人的技術交流が図れる。

●協会員の意見を 集約し て協会と し ての施策や提言のと り まと めを 行い、 関係筋への働き かけ

を行っ て、 その実現を図る。

●環境関連業務を 協会と し て受注する こ と によ り 、 一企業と し ての営業活動よ り も 受注範囲が

拡大さ れ、 協会員が協働し て業務に携わるこ と ができ る。

平成 25 年度地盤工学会賞（ 地盤環境賞）受賞
ト ン ネ ル工事等で 自然由来の重金属等

を 含む掘削土砂が発生する 場合には、 環境

に配慮し た対応が必要と なり ます。

　 国土交通省では、 リ スク に応じ た合理的

な対応方法を 体系化し たマニュ アルと し て

「 建設工事における 自然由来重金属等含有

岩石・ 土壌への対応マニュ アル（ 暫定版）、

平成2 2 年３ 月」 を公開し ており ます。 こ の

マニュ アルでは、 コ スト 縮減に結びつく 考

え方が整理さ れていますが、 実務者向けの

作業マニュ アルが望まれていまし た。

　 そう いっ た状況を 受けて、 当協会技術委

員会のＷＧ メ ン バーが中心と なり 、 自然由

来重金属等の対策における リ スク 評価の具

体的手法と 、 リ スク 評価を 用いた吸着層工

法の設計手法を まと めた２ 冊のマニュ アル

を整備し まし た。

　 また、 道内において本業績に基づく 対策

によ り 、 大幅なコ スト 縮減を 実現し た事業

も あり 、 今後、 リ スク 評価の手法と 吸着層

工法が全国的に普及する こ と によ り コ スト

縮減に寄与する こ と が期待さ れ、 地盤工学

会賞（ 地盤環境賞） にふさ わし いと 認めら

れまし た。

関係者およ び協力者

・ 国土交通省北海道開発局

・ 独立行政法人 土木研究所

　 寒地土木研究所

・ 独立行政法人 北海道立総合研究機構

　 地質研究所

・ 宮崎大学

・ 一般社団法人 北海道開発技術センタ ー

 調査研究部

一般社団法人 北海道環境保全技術協会

技術委員長 五十嵐敏文（ 北海道大学大学院教授）

  技術委員会マニュ アル執筆担当ＷＧ

・ 応用地質（ 株）

 ・ ダイ ヤコ ン サルタ ント （ 株）

・ （ 株） ド ーコ ン

 ・ パシフ ィ ッ ク コ ンサルタ ンツ（ 株）

・ 明治コ ンサルタ ント （ 株）
 事務局

・ ( 有 ) アース企画

・ ( 株 ) レアッ ク ス

オブザーバー

・ ( 株 ) イ ーエス総合研究所
・ 岡本興業 ( 株 )
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「 一般社団法人 北海道環境保全技術協会」 入会申込書

入会金・ 初年度年会費のご案内

一般社団法人 北海道環境保全技術協会 宛

当社・ 当組織・ 私（ ○でかこ む） は、 一般社団法人北海道環境保全技術協会の設立主旨に賛同し 、

普通会員（ 団体）・ 普通会員（ 個人）・ 賛助会員・ 特別会員（ ○でかこ む） と し て、 入会を申し 込みます。

年 月　  日

申込者　   　（ 住所）：

  　（ 企業名・ 団体名）： ㊞

連絡窓口  　（ 部署）　

       　（ 氏名）　

       　（ 電話）　 （ F A X ）

（ メ ールアド レ ス）

以上

普通会員

( 団体 ）

普通会員

( 個人 ）

賛助会員

種　 別 入会金

３ ０ ,０ ０ ０ 円

5 ,０ ０ ０ 円

1 ０ ,０ ０ ０ 円

３ 6 ,０ ０ ０ 円

こ の法人の目的に賛同し て入会の申込みをし た

個人又は団体

こ の法人の目的に協賛し て入会の申込みをし た

個人又は団体

6 ,０ ０ ０ 円

2 4 ,０ ０ ０ 円

年会費 適　 用

※上記の「✜」記号を「@」記号に置き換えてください。

✜
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技術レポートNo.1

『自然由来ヒ素含有

掘削ずり処理のた

めの道内産火山灰

土・ 粘性土の吸着

層への利用可能性』

技術レポートＮo.１では、自然由来ヒ素
含有掘削ずり処理にあたり、道内産の火
山灰土・粘性土の吸着層への利用可能性
について検討した。道内各地の火山灰土・
粘性土の吸着性能について紹介したもの
である。

技術レポートNo.2

『自然由来重金属問

題共同研究 報告書 

自然由来重金属問

題対策フローマニュ

アル』

(GETReC 共同研

究)

技術レポート Ｎo.２では、ＧＥＴＲeＣ と
の共同研究である自然由来重金属問題に
ついて、 計画・調査・対策・モニタリン
グに至るフローをマニュアルとしてまと
めたものである。

技術レポートNo.3

『自然由来重金属問

題に用いる現場分

析マニュアル』

従来から実施されている公定法による分
析では、その結果を得るまでに多くの時
間を要する。 技術レポート No.3では早
期に結果が得られる現場分析の手法を紹
介し、公定法との関連性について解説し
たものである。

技術レポートNo.4

『札幌市域における

地下水の硝酸態窒

素の濃度分布と経

年変化－高濃度の

要因と低減化技術

－』

技術レポート No.4 では、札幌市域にお
ける地下水汚染の現状、特に硝酸態窒素
の高濃度の要因と低減化技術について解
説したものである。

技術レポートNo.5

『自然由来重金属等

の対策におけるマ

ニュアル』

技術レポート No.5 では、リスク評価の
基本的な内容とサイト概念モデル構築の
標準的な手順・方法について解説したも
のである。

技術レポートNo.6

『吸着層工法設計マ

ニュアル』

本マニュアルは、2012年1月に本協会が発行
した技術レポート  No.5のリスク評価マニュ
アルで示したリスク評価の手法を導入した重
金属等の対策の一手法である「吸着層工法」 
について、その概念、必要な調査・検討項目、
設計手法などをまとめたものである。

技術レポートNo.7

『環境保全に役立つ

最新の地すべり分

類と対策工の留意

点

ー自然由来砒素汚

染岩の風化に伴う

黄鉄鉱の挙動－』

技術レポート No.7では、地すべりの分類を最新
の知見に基づいて紹介し、熱水変質岩や熱水変質
帯の重要性を指摘した。砒素汚染の原因となる黄
鉄鉱を含む熱水変質岩や泥質岩の、風化による黄
鉄鉱の挙動を地すべり地の観察事例に基づいて示
し、地すべりの抑制工の留意点を提起した。

技術レポートNo.8

『土壌溶出量試験に

おける公定法の留

意点と岩石試料に

対する適用』

本レポートでは溶出量試験における溶出
濃度のばらつきの要因を把握し、試験に
おける制度の向上を図る事を目的として
共同分析を実施し、その結果を基に公定
法における留意点、岩石試料に対する分
析方針を提案するものである。

技術レポートNo.9

『人工資材による自

然由来重金属等を

含む掘削土対策の

設計・施工マニュア

ル』

技術レポート No.5,6では、リスク評価に
基づく対策設計の基本的な考え方を示した。
一方で、リスク評価の適用が難しい場合も
あり、本マニュアルでは吸着材や不溶化材
といった人工資材を活用した掘削土対策の
設計・施工の考え方をとりまとめた。
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技術レポートNo.10

『北海道における砒

素の濃度分布

－高濃度の要因－』

技術レポートNo.10 では、北海道における
岩石・土壌・河川水・湖沼水・地下水・温
泉の砒素データを収集し、高濃度で検出さ
れる自然的要因や人為的要因について考察
したものである。

技術レポートNo.11

『石炭地下ガス化導

入ガイドブック』

石炭地下ガス化（UCG）は、石炭を採掘
せず地下でガス化して可燃性ガスを生産
する技術である。本書は、このUCGの歴
史的変遷やガス生産施設の計画・設計、
ガスの利活用のための事業化方法につい
て解説したものである。

技術レポートNo.9《第2版》

『人工資材による自

然由来重金属等を

含む掘削土対策の

設計・施工マニュア

ル《第2版》』

技術レポート No.9（第二版）は、既刊
の【No.9初版】と、【≪別冊≫参考資料
吸着マット・シートについて】を合冊し
たものである。

《別冊》参考資料:吸着マット・シートについて

『人工資材による自

然由来重金属等を

含む掘削土対策の

設計・施工マニュア

ル』

技術レポートNo.9（別冊）は、吸着層
工法の施工性や汎用性の向上などを目的
に開発された吸着マット・シートの情報
を集約し、各製品の使用材料や設計手法
などを吸着層工法の設計思想に則りとり
まとめを行った。

※ご注文は申込書をメールまたは FAX でお送りください。

※技術レポート発送時に請求書を同封します。

※ホームページからもご注文になれます。
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技術レポート購入申込書 一般社団法人北海道環境保全技術協会 宛

No タイトル 単 価 冊数 小 計

1
自然由来ヒ素含有掘削ずり処理のための道内産
火山灰土・粘性土の吸着層への利用可能性 1,000円

2
自然由来重金属問題共同研究 報告書 自然由来
重金属問題対策フローマニュアル
（GETReC共同研究）

3,000円

3
自然由来重金属問題に用いる現場分析マニュア
ル 1,000円

4
札幌市域における地下水の硝酸態窒素の濃度分
布と経年変化－高濃度の要因と低減化技術－ 1,000円

5
自然由来重金属等の対策におけるリスク評価マ
ニュアル 1,000円

6 吸着層工法設計マニュアル 1,000円

7
環境保全に役立つ最新の地すべり分類と対策工の留意点 
－自然由来砒素汚染岩の風化に伴う黄鉄鉱の挙動－ 1,000円

8
土壌溶出量試験における公定法の留意点と岩石
試料に対する適用 1,000円

9
人工資材による自然由来重金属等を含む掘削土
対策の設計・施工マニュアル 1,000円

10
北海道における砒素の濃度分布
－高濃度の要因－ 1,000円

11 石炭地下ガス化導入ガイドブック 1,000円

人工資材による自然由来重金属等を含む掘削土
対策の設計・施工マニュアル《第2版》 1,300円

人工資材による自然由来重金属等を含む掘削土
対策の設計・施工マニュアル《別冊》 300円

合 計

9(別冊)

《第2版》9

年 月 日
申込者  (住所)：〒
(請求書宛名) 

 (企業名・団体名)： ㊞

連絡窓口   (部署) (氏名)

 (電話) (ＦＡＸ) 
(メールアドレス)

〒060-0001 札幌市中央区北１条西７丁目１番地７広井ビル３階
一般社団法人北海道環境保全技術協会 事務局

   電話：011-206-0180 ＦＡＸ：011-206-0181 E-mail：dk-info✜do-kankyo.jp
※上記の「✜」記号を「@」記号に置き換えてください。
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